
395 調査中

(       －      ) (       －      )
キャリアカウンセラーの配置状況（選定校）

活動実績

（当初見込み）
校

329

調査中 調査中

(       －      ) (       －      )

ファカルティ・ディベロップメントの取組を行っている大学のう
ち、教員相互の授業参観又は授業評価を行っている大学
の割合（選定校）

活動実績

（当初見込み）
％

62.2

調査中 調査中

(       －      ) (       －      )

厳格な成績評価（GPA）の取組を行っている大
学の割合（選定校）

活動実績

（当初見込み）
％

74.3

調査中 調査中

(       －      ) (       －      )
初年次教育導入大学の割合（選定校）

活動実績

（当初見込み）
％

93.2

調査中 調査中

(       －      ) (       －      )

89.2

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

カリキュラム改革を行っている大学の割合（選定
校）

活動実績

（当初見込み）
％

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

ファカルティ・ディベロップメントの取組を行っている大学のう
ち、教員相互の授業参観又は授業評価を行っている大学
数（全国）

校

達成度 ％

厳格な成績評価（GPA）の取組を行っている大
学数（全国）

91.0 93.6 －

達成度 ％ 調査中 調査中

大学生の就職率（全国）
※なお、目標値について、当該指標は景気動向に大きく左
右されるため、目標の設定は困難。

成果実績 校 91.8

達成度 ％ 56.4 調査中 調査中

成果実績 425 調査中

49.2 調査中 調査中

調査中

成果実績 校 360 調査中 調査中

調査中

84.4 調査中 調査中

計

平
成
2
4
・

2
5
年
度
予
算

内
訳

費　目 主な増減理由24年度当初予算 25年度要求

(20)

30 なし561

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　8，473千円　（千円／件） 算出根拠
単位当たりコスト
＝23年度予算額（4,566,700千円)／23年度取組実施件数(539件)

新規選定件数
活動実績

（当初見込み）
件

調査中

初年次教育導入大学数（全国）
成果実績 校 61.7 調査中

達成度

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

％

23年度
目標値

（　　年度）

カリキュラム改革を行っている大学数（全国）
成果実績 校 645 調査中 調査中

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 88.2 調査中

執行率（％） 99.9% 98.7% 101.3%

執行額 12,433 9,715 4,672　※1

-

-

-

-

12,442 9,841 4,612 -

補正予算 1,420 0 0 -

625 37

- -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 11,022 9,216 4,575

23年度 24年度

繰越し等 0

教育振興基本計画（平成20年7月1日閣議決定）
「学士課程教育の構築に向けて」（H20年12月24日中央教育審議会答申）
「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告」（中央教育審議会大学分科会
H21年8月26日）
「緊急雇用対策」（平成21年10月23日）
「中長期的な大学教育の在り方に関する第四次報告」（中央教育審議会大学分科会
H22年6月29日）
「新卒者雇用に関する緊急対策」（平成22年8月30日新卒者雇用・特命チーム決定）
「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済対策」（平成22年9月10日閣議決定）
「第5期・中央教育審議会大学分科会の審議経過と更に検討すべき課題について（平
成23年1月19日中央教育審議会大学分科会）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○入学した学生に対し、「どのような能力をどの程度身につけさせるのか」を明確にした上で行う全学的・学部別の取組で、以下の内容につい
て、入学者受入れ、教育の実施、学位授与を通じた大学の方針をもとに行う取組を支援。
　・学士課程教育の再構築（学部学科における学習成果の設定、教育課程の体系化・構造化　等）
　・教育方法の改善（成績評価基準の明確化、単位制度の実質化、初年次教育　等）
  ・全学的な教学管理体制の整備（IR,ティーチングポートフォリオ　等）
  ・多様な学生（外国人、障害者　等）に対する履修支援
○就職支援体制の強化を図る取組を支援。
○公募制により、国公私立大学を通じて競争的に選定した事業に対して、重点的に財政支援を行う。（定額補助：１００／１００）。補助対象は、
大学、短期大学、高等専門学校。支援期間は原則３年間。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

計

一般会計 施策名

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

高等教育局 作成責任者

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

　平成２０年度に中央教育審議会の答申において示された、各大学が学位授与の方針や教育研究上の目的を明確化し、その実行と達成に向
けて教育活動を展開していくための、我が国の学士課程教育における分野横断的な共通の学習効果に関する参考指針である「学士力」の定着
を促進していくため、国として各大学における優れた取組の支援を行う。
  また、現在の厳しい雇用情勢を踏まえ、各大学における就職支援体制を強化し、学生一人一人の能力や適正に応じたきめ細かな支援の充実
等により、学生の雇用状況の改善を図る。

事業開始・
終了(予定）年度 平成２１年度・平成２３年度 担当課室

大学振興課大学改革推進室
学生・留学生課

大学振興課長
池田貴城

学生・留学生課長
松尾泰樹

会計区分 Ⅳ-1 大学などにおける教育研究の質の向上

事業番号 0153
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)
事業名 大学教育質向上推進事業 担当部局庁



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

※１　重点的な支援の観点から、年度内に同一補助金内で流用増して執行。
　【事業仕分け第１弾】
＜事業番号・事業名＞
３－５２　大学の先端的取り組み・（１）グローバルCOEプログラム、（２）組織的な大学院教育改革推進プログラム、（３）国際化拠点整備事業（グローバル３０）、（４）
大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム、（５）大学教育・学生支援推進事業
＜WGの評価結果＞
予算要求の縮減
＜とりまとめコメント＞
国際化拠点整備事業（グローバル３０）、大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム及び大学教育・学生支援推進事業については、廃止４名、予算計
上見送り２名、予算要求通り２名、予算要求の縮減６名（半額２名、1/3縮減１名、その他３名）であり、かなりばらつきが大きいが、WGとしては、予算要求の縮減と
結論する。そもそも大学の本務としてやるべきだという意見、結果・効果が不明だという意見、学生の雇用に関する課題は重要だという指摘も複数あった。
【事業仕分け第３弾】
＜事業番号・事業名＞
A-２６　大学関係事業（その２）・（１）大学教育質向上事業（大学教育・学生支援推進事業）、（２）大学生の就業力育成支援事業、（３）地域・社会の求める人材を養
成する大学等連携事業（大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム）
 ＜WGの評価結果＞
廃止
 ＜とりまとめコメント＞
いずれの事業も本来、大学の業務であり、このような補助を行うことは認められない。３事業とも廃止と結論する。継続事業についても相当メリハリをつけ、踏み込
んで、早期に廃止していただきたい。
【ホームページ】
・大学教育質向上推進事業（大学教育・学生支援事業【テーマA】大学教育推進プログラム
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/gp/1281464.htm
・大学教育質向上推進事業（大学教育・学生支援事業【テーマB】学生支援推進プログラム
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/1287836.htm
・質の高い大学教育推進プログラム【平成20年度以前のプログラム】
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/gp/program/08033118.htm
【ホームページ】
・大学教育質向上推進事業（大学教育・学生支援事業【テーマB】学生支援推進プログラム
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/1287836.htm

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

　本事業は、過去の事業仕分けの評価を踏まえ、平成２３年度をもって廃止している。

予算監視・効率化チームの所見

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○

　※類似事業名とその所管部局・府省名 －

点
検
結
果

・本事業の成果目標について、大学生の就職率（全国）は上昇していることから着実に成果は上がっている。また、他の項目については、達
成目標に向けた成果が出ているか調査が行われているところ。
・事業成果の検証方法等については、事業終了後も事業委員会の下に調査部会を立ち上げ、それぞれの取組の実施（達成）状況等を調査
し優れた取組の内容を広く社会に情報提供することにより、財政支援期間終了後の取組の持続的な展開やその水準の一層の向上、及び我
が国の高等教育の質保証の更なる強化に資することとしている。
・なお、事業の大部分は計画通り進行したこともあり、事業仕分けの結果を受け、平成24年度をもって、本事業の支援は廃止する。

－

・国公私立大学を通じた競争的環境の下、学士力の確
保や教育力向上のための方策が展開されていることが
期待できる取組を選定・支援しているため、実効性の高
い事業となっている。
・また、国の財政支援期間終了後も状況調査を実施し、
達成度や成果等の評価を行う。またその中でも特に優れ
ており他大学等への波及効果があると見込まれる取組
については広く公表することとしている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 ・本事業は、公募した上で、有識者からなる委員会による
公平な審査を経て選定しており、その妥当性や競争性を
確保している。
・補助金を交付する際は、事業経費の費目・使途の内容
について厳正に確認するなど、コスト削減に努めるととも
に、経費の執行に関しては、事業年度毎に各大学から提
出される実績報告書等において、支出先・使途を把握
し、補助金の使用状況や事業目的との整合性について
確認を行っている。
・平成23年度は単価を縮減して実施した。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

目
的
・
予
算
の
状

況

△ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
・本事業は、平成20年度に中央教育審議会の答申にお
いて示された「学士力」の定着を促進していくため、また、
現在の厳しい雇用情勢を踏まえ、学生の雇用状況の改
善を図るために必要な国が実施すべき事業である。な
お、事業の大部分は計画通り進行したこともあり、事業
仕分けの結果を受け、平成24年度に廃止することとし
た。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

0165 0143



※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない。

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

文部科学省
４，６７２百万円

【公募・補助】

　我が国の学部教育
の質の向上・保証のた
め、学部教育の抜本
的改革につながる取
組を実施。

大学教育質向上推進事業

A．大学、短大、高専（５３９
件）

４，６２６百万円

【補助】

　教育課程、成績評価基準など学部教育の改
革支援と就職支援や学生生活支援の推進の
優れた取組を選定・支援するとともに広く社会
に対して情報提供。

審査・評価事業

B．（独）日本学術振興会
１９百万円

（独）日本学生支援機構
１８百万円

  大学教育質向上推進事
業の取組を選定するた
め、審査・評価、公表・普
及事業を実施。

・職員旅費：０．６万円
・委員等旅費：０．１百万円
・庁費：７百万円
　　　　　　　　　　　　　を含む。



2人材派遣料雑役務費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 19 計 0

その他 消耗品費、通信運搬費、交通費　等 1

印刷製本費 実施状況結果報告書　等 1

会場借料 委員会、調査部会会場 1

旅費 委員会・調査部会出席　等 5

人件費 委員等手当、雇用等経費 9

B.（独）日本学術振興会 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 18 計 0

人件費 雇用等 1

旅費 外国旅費等

事業推進費 委託費、製本費、消耗品費等 5

1

使　途
金　額

(百万円）

設備備品費 実習用機材等 11

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.東京女子医科大学 E.



支出先上位１０者リスト
A.大学教育質向上推進事業 ※補助事業

B.審査・評価事業 ※補助事業

阿南工業高等専門学校 FD高度化支援TP－IRプログラムの構築 18 －

関西大学 文学士を実質化する〈学びの環境リンク〉 18 －

日本福祉大学 教育の質保証に資する福祉大学型IRの構築 18 －

18 －

早稲田大学 全学規模で行う学術的文章作成指導 18 －

1

1

東京女子医科大学 国際基準の医学教育実践と質保証

－

科学的思考力を育む文系学生の実験の開発

1

1

1

1

芝浦工業大学 ＰＤＣＡ化とＩＲ体制による教育の質保証 18 －

－ －

1

－ －

－

－

－

－

－

－ －

－ －

18

18

18

18

18

18

18

18

－

慶應義塾大学

単位実質化マキシマムモデルの実践と普及

次世代の歯科医療を拓くバイオデンタル教育

高大接続教育の実践的プロジェクト

能動的学習態度を醸成する臨床実習システム

地域学副専攻化による学士力向上プログラム

学士課程教育における数学力育成

ピア・サポートによる学生協同支援

1

1

大阪府立大学

函館大学

福島県立医科大学

滋賀県立大学

1

1

1

1

－ －一橋大学

広島大学 － －

－ －

－

－－

1 帯広畜産大学 ピアサポートで支える補習教育と初年次教育 18

1 秋田大学

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

本事業の取組の選定の実施 19

入札者数 落札率

－ －

2 (独）日本学生支援機構 本事業の取組の選定、評価等の実施 18 － －

1 (独）日本学術振興会

3

4

5

6

7

8

9

10


